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明 細 書

発明の名称 ：基板処理装置及び基板処理装置のクリーニング方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、基板処理装置及び基板処理装置のクリーニング方法に関する。

背景技術

[0002] 半導体デバイスに用いられる絶縁材料の 1 つとして、ポ リイミ ドが挙げら

れる。ポ リイミ ドは密着性が高 く、 リーク電流も低いことから、層間絶縁膜

やパ ッシベ 一シヨン膜などに用いられている。 このようなポ リイミ ドは半導

体デバイスの集積度を上げるため、半導体チップを積層する 3 次元実装を行

う際に、絶縁膜 として、特に有望 とされている。

[0003] このようなポ リイミ ド膜を成膜する方法の一つとして、原料モ ノマ一 とし

て、 P M D A (無水 ピロメリ卜酸）とO D A ( 4 ， 4 ' —才キシジァニ リン）

を用いた蒸着重合法 （共蒸着重合法）による成膜方法が知 られている。

[0004] この蒸着重合法 (Vapor Depos i t i on

Po Ly e i zat i on) は、反応性の高い低分子モノマ一である P M D A 及び 0 D

A を気化させて、チ ャンバ 一内に設置 した基板表面に共蒸着 し、基板表面で

重合させて高分子ポ リマーとしてのポ リイミ ドを得る方式である。

具体的に、 この蒸着重合反応は下記に示すような反応である。

P M D A + O D A → P A A (ポ リアミ ド酸）→ P I (ポ リイミ ド） + H 2 0

蒸着重合方式による成膜処理を行う基板処理装置においては、基板上での

蒸着重合に寄与することのなかった原料モ ノマ一は、ポ リイミ ド膜の成膜に

寄与することな くモ ノマ一の状態で排出され、処理装置のチャンバ一内を排

気するための真空ポンプ内に到達する。 このような原料モ ノマーは、真空ポ

ンプに到達するまでの間に温度が低下 し、気体から固体等の状態へと変化 し

、真空ポンプ内において固着等 して しまい真空ポンプの故障の原因となるこ

とが知 られている。 このため、 これ ら原料モ ノマーが真空ポンプ内に到達す

る前に除去する必要があり、 このような装置としては、水冷コイルを備えた



モノマ一 トラップを有する真空重合装置が開示されている （例えば、特許文

献 1 ) 。

[0005] また、原料にポリマーの気化物質を使用 しない、通常の真空成膜装置では

、排気中の未反応成分が真空ポンプに異物として混入 しないように、チャン

バーと真空ポンプの間に除去装置が設けられている。このような除去装置の

一種として、除去装置内で未反応成分を反応させて内壁に付着させることに

より、未反応成分を除去する除去装置が開示されている （例えば、特許文献

2 ) 。

[0006] 一方、蒸着重合方式による成膜処理を行う基板処理装置においては、基板

上での蒸着重合に寄与することのなかった原料モノマ一が、基板処理装置の

チャンバ一内等においてポリマーとしてポリイミ ド莫を形成 して しまう。こ

のようなポリイミ ド膜を除去する方法として、チャンバ一等を8 5 0 °C以上

の高温にすることにより分解 して除去する方法が開示されている （例えば、

特許文献 3 ) 。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特開平 5 _ 3 2 7 5 9 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 0 _ 0 7 0 6 6 4 号公報

特許文献3 ：特開平 9 —2 5 5 7 9 1 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] 本発明は、気化 した P M D A や0 D A 等を用いる基板処理装置において、

基板上における成膜に寄与 しなかった、気化 した P M D A や0 D A 等を反応

させることにより効率的に除去することができる基板処理装置を提供すると

ともに、この基板処理装置内に付着 している反応生成物を効率的に除去する

ことのできるクリーニング方法を提供する。

課題を解決するための手段



[0009] 本 発 明 の 第 1 の態 様 に よれ ば、 真 空 ポ ン プ に よ り排 気 可 能 な チ ャ ンバ 一 と

な る外 部 管 と、 前 記 外 部 管 内 に設 け られ、 内部 に基 板 が設 置 され る 内部 管

で あ って、 当該 内部 管 及 び前 記 外 部 管 の 間 の空 間 と前 記 内部 管 の 内部 空 間 と

を連 通 す る開 口部 を有 す る 当該 内部 管 と、 互 い に重 合 反 応 し得 る少 な くとも

2 種 類 の ガ ス を前 記 内部 管 内 に導 入 す るた め の ガ ス供 給 部 と、 前 記 基 板 、 前

記 外 部 管 、 及 び前 記 内部 管 を加 熱 す るた め の ヒー ター と、 前 記 外 部 管 と前 記

内部 管 との 間 の空 間 に設 け られ、 前 記 開 口部 か ら前 記 空 間へ 流 入 した、 前 記

内部 管 内 で未 反 応 の前 記 ガ ス が重 合 反 応 に よ り堆 積 し得 る トラ ップ部 とを備

え る基 板 処 理 装 置 が提 供 され る。

[001 0] また、 本 発 明 の 第 2 の態 様 に よれ ば、 真 空 ポ ン プ に よ り排 気 可 能 な チ ャ ン

バ ー とな る外 部 管 と、 前 記 外 部 管 内 に設 け られ、 内部 に基 板 が設 置 され る 内

部 管 で あ って、 当該 内部 管 及 び前 記 外 部 管 の 間 の空 間 と前 記 内部 管 の 内部 空

間 とを連 通 す る開 口部 を有 す る 当該 内部 管 と、 前 記 内部 管 内 に ガ ス を導 入 す

るた め の ガ ス供 給 部 と、 前 記 基 板 、 前 記 外 部 管 、 及 び前 記 内部 管 を加 熱 す る

た め の ヒー ター と、 前 記 外 部 管 と前 記 内部 管 との 間 の空 間 に設 け られ た トラ

ップ部 と、 を備 え る基 板 処 理 装 置 に お い て、 前 記 ヒー タ一 に よ り前 記 基 板 を

第 1 の温 度 に加 熱 し、 蒸 着 重 合 反 応 を起 こす ガ ス を前 記 ガ ス供 給 部 か ら供 給

す る こ とに よ り、 前 記 蒸 着 重 合 反 応 に よ りに生成 され た膜 を前 記 基 板 の表 面

に成 膜 し、 前 記 内部 管 の前 記 開 口部 か ら前 記 空 間 に流 入 した前 記 ガ ス に よ り

、 前 記 トラ ップ部 に お い て も、 前 記 蒸 着 重 合 反 応 に よ り生成 され た膜 を成 膜

した後 に前 記 基 板 処 理 装 置 を ク リ一 ニ ン グす る ク リー ニ ン グ方 法 が提 供 され

る。 この ク リー ニ ン グ方 法 は、 前 記 蒸 着 重 合 反 応 に よ り生成 され た膜 が成 膜

され た前 記 基 板 を 内部 管 か ら搬 出 す る工 程 と、 前 記 ヒー タ一 に よ り、 前 記 卜

ラ ップ部 を前 記 第 1 の温 度 よ りも高 い第 2 の温 度 に加 熱 す る工 程 と、 前 記 ガ

ス供 給 部 よ り酸 素 ガ ス を含 む ガ ス を供 給 す る工 程 と、 を含 む。

図面の簡単な説明

[001 1] [ 図 1] 第 1 の実 施 の形 態 に お け る基 板 処 理 装 置 の構 造 図 で あ る。

[ 図 2] 第 1 の実 施 の形 態 に お け る基 板 処 理 装 置 の上 面 構 造 図 で あ る。



[ 図3] 第 1 の実施 の形態 における基板処理装置のガスの流れの説明図である。

[ 図4] 第 1 の実施 の形態 における他 の基板処理装置の上面構造図である。

[ 図5] 基板処理装置 内の温度 と発生 ガス量 との相 関図 （1 ) である。

[ 図6] 基板処理装置 内の温度 と発生 ガス量 との相 関図 （2 ) である。

[ 図7] 第 2 の実施 の形態 における基板処理装置の ク リ一ニ ング方法の説明図 （

) である。

[ 図8] 第 2 の実施 の形態 における基板処理装置の ク リ一ニ ング方法の説明図 （

2 ) である。

[ 図9] 第 2 の実施 の形態 における基板処理装置の ク リ一ニ ング方法の説明図 （

3 ) である。

[ 図 10] 第 2 の実施 の形態の ク リ一ニ ング方法 におけるガスの流れの説明図で

ある。

[ 図 11] 第 2 の実施 の形態 における基板処理装置の ク リ一ニ ング方法の説明図

( 4 ) である。

発明を実施するための形態

[001 2] 本発明の実施形態 によれば、気化 した P M D A や 0 D A 等 を用いる基板処

理装置 において、基板上 において成膜 に寄与 しなか った気化 した P M D A や

0 D A 等 を反応 させ ることによ り効率 的に除去することがで きる基板処理装

置 を提供 することがで き、 また、 この基板処理装置 内に付着 している反応生

成物 を効率 的に除去することので きるク リーニ ング方法 を提供 することがで

きる。以下、本発明の一実施 の形態 について、詳細 に説明する。

[001 3] 〔第 1 の実施 の形態〕

本実施 の形態 は基板処理装置であ り、原料 モ ノマ一 と して P M D A とO D

A を用いて、共蒸着重合 によ りポ リイ ミ ドを得 ることので きる成膜装置であ

る。

[0014] 図 1 か ら図 3 に基づ き、本実施 の形態 における基板処理装置である成膜装

置 について説明する。 尚、 図 1 は、本実施 の形態 における基板処理装置の側

面 における構造 を示 し、 図 2 は、上面 における構造 を示す。 また、 図 3 は、



実施の形態における基板処理装置において、ポ リイミ ド膜の成膜の際におけ

るガス等の気流の流れを示す。

[001 5] 本実施の形態における基板処理装置は、チ ャンバ 一 に相当するァウタ一チ

ュ一プ （外部管） 1 0 内にイ ンナ一チューブ （内部管） 1 1 を有 しており、

アウターチューブ 1 0 及びイ ンナ一チューブ 1 1 とともに石英により形成さ

れている。インナ一チューブ 1 1 内には、ポ リイミ ド膜が成膜される複数の

ウェハW が、ウェハボ一 卜1 2 に所定の間隔で設置されている。尚、ウェハ

ボ一 卜1 2 はウェハW 上に均一にポ リイミ ド膜が成膜されるように、不図示

の回転部により回転することができるように構成されている。

[001 6] また、アウターチューブ 1 0 内側であってインナ一チューブ 1 1 の外側、

即ち、ァウタ一チュ一プ 1 0 とインナ一チュ一プ 1 1 の間の空間には、 トラ

ップ部 1 3 が設けられている。 トラップ部 1 3 は、中心部が円形にくり抜か

れた円板状、即ち、 リング状に形成された円板状の複数のフ ィン 1 4 が設け

られており、 これ ら複数のフ ィン 1 4 は支柱部 1 5 により所定の間隔を隔て

配置されている。本実施の形態においては、フィン 1 4 は、石英基板等を加

ェすることにより形成されており、例えば、同心円状の円形の開口を有する

ように形成されている。尚、 このフィン 1 4 は、インナ一チューブ 1 4 の外

側であって、アウターチューブの 1 0 の内側に設置されるものであるため、

フ ィン 1 4 の開口部の内径は、インナ一チューブ 1 1 の外径よりも大きく、

フィン 1 4 の外径は、アウターチューブ 1 0 の内径よりも小さい。

[001 7 ] また、アウターチューブ 1 0 の外側にはヒータ一 1 6 が設けられており、

このヒータ一 1 6 により、ウェハW、アウターチューブ 1 0 、インナ一チュ

—プ 1 1 、及び トラップ部 1 3 等を均一に加熱することが可能である。 ヒ一

タ一 1 6 は、例えば、赤外線等を照射することにより加熱する、例えば、赤

外線 ヒータ一等が用いられる。赤外線 ヒータ一等では、ウェハW、アウター

チューブ 1 0 、インナ一チューブ 1 1 及び トラップ部 1 3 が石英等で形成さ

れている場合、赤外線は石英を透過するため、ウェハW を均一に加熱するこ

とができ好ましい。



[001 8] また、 アウターチ ュー ブ 1 0 の底部 において、 アウターチ ュー ブ 1 0 内側

であ って、 イ ンナ一チ ュー ブ 1 1 の外側 には排気 口 1 7 が設 け られている。

排気 口 1 7 は、 モ ノマ一 トラ ップ部 3 0 、 ノ レプ 4 0 を介 し、真空ポ ンプ 5

0 と接続 されている。従 って、 チ ャンバ一に相 当するアウターチ ュー ブ 1 0

の内部空間は、排気 口 1 7 を介 し真空ポ ンプ 5 0 によ り排気することがで き

る。

[001 9] また、 イ ンナ一チ ュー ブ 1 1 内には、気化 した P M D A 及び 0 D A を供給

するためのィ ンジェクタ一 2 及び 2 2 が設 け られている。 このイ ンジェク

タ一 2 1 及び 2 2 の側面 には開 口部 が設 け られてお り、 イ ンジェクター 2 1

及び 2 2 よ り気化 した P M D A 及び 0 D A が図面 において矢印で示すように

ウェハW に対 して水平方向か ら供給 され る。 このように して供給 された気化

した P M D A 及び 0 D A によ り、 ウェハW上で蒸着重合反応が生 じ、 ポ リイ

ミ ドとな って ウェハW に析 出する。 尚、 図 3 は、本実施 の形態 における基板

処理装置 において、 イ ンジェクター 2 及び 2 2 よ り供給 され る気化 した P

M D A 及び O D A の気流の流れ を矢印にて示 している。

[0020] イ ンジェクタ一 2 1 及び 2 2 は、 P M D A 気化器 2 3 及び 0 D A 気化器 2

4 とバル ブ部 2 5 を介 しそれぞれ接続 されてお り、バル ブ部 2 5 を制御 する

ことによ り、 P M D A 気化器 2 3 及び O D A 気化器 2 4 ょ り気化 した P M D

A 及び 0 D A をイ ンジェクター 2 及び 2 2 を介 しイ ンナ一チ ュー ブ 1 1 内

に供給 することがで きる。 尚、 ノ レプ部 2 5 内には、複数 のバル ブが設 け ら

れてお り、 ' くル プ部 2 5 に接続 されているガスを選択 して流す ことが可能で

ある。

[0021 ] P M D A 気化器 2 3 には高温の窒素 ガスをキャ リアガス と して供給 し、 P

M D A 気化器 2 3 において P M D A を昇華 させ ることによ り、気化 した状態

で供給 する。 このため、 P M D A 気化器 2 3 は、 2 6 0 °C の温度 に保 たれて

いる。 また、 O D A 気化器 2 4 では、高温の窒素 ガスをキャ リアガス と して

供給 し、高温 に加熱 され液体状態 とな つた 0 D A を供給 された窒素 ガスによ

りバ プ リングすることによ り、窒素 ガスに含 まれ る 0 D A の蒸気 と し、気化



した状態で供給する。 このため、 0 D A 気化器 2 4 は例 えば 2 2 0 °C の温度

に保たれている。 この後、気化 した P M D A 及び 0 D A は、 ノくル プ部 2 5 を

介 してインジェクター 2 1 及び 2 2 に供給 され、 インナ一チューブ 1 1 内に

設置 されたウェハW の表面 において蒸着重合反応が生 じポ リイミ ド膜が成膜

される。 尚、 ウェハW上 にポ リイミ ド膜 を成膜する際には、 ヒータ一 1 6 に

よ りウェハW の温度が例 えば 2 0 0 °C (第 1 の温度）に保たれるように加熱

されている。 ここで、第 1 の温度 は、 1 8 0 °C 以上、 2 4 0 °C 以下であるこ

とが好 ま しい。ポ リイミ ド膜 はウェハW の温度が 1 8 0 °C 以上で成膜 されは

じめ、 ウェハW の温度が 2 4 0 °C を超 えるとポ リイミ ド膜が成膜 されな くな

るか らである。即ち、本実施の形態では、 ウェハW の温度が 1 8 0 °C 以上、

2 4 0 °C 以下の温度範囲においてポ リイミ ド膜が成膜 される。 また、本実施

の形態 における基板処理装置 においては、後述するように酸素 ガス供給部 2

6 がバル ブ部 2 5 に接続 されている。

ここで、 ウェハW の表面 においてポ リイミ ド膜の成膜 に寄与 しなか った気

化 した P M D A 及び 0 D A は、 そのまま流れ、 インナ一チューブ 1 1 に設 け

られた開口部 1 8 よ りインナ一チューブ 1 1 の外 に流出する。 インナ一チュ

—プ 1 1 の外側であ って、 アウターチューブ 1 0 の内側 には、上述 した複数

のフィン 1 4 が設 け られた トラップ部 1 3 が設 け られている。 このため、ポ

リイミ ド膜の成膜 に寄与 しなか った気化 した P M D A 及び 0 D A によ り、 卜

ラップ部 1 3 の フィン 1 4 の表面 において蒸着重合反応が生 じ、ポ リイミ ド

膜が成膜 される。 このように して、ポ リイミ ド膜の成膜 に寄与 しなか った気

化 した P M D A 及び 0 D A を含む気流は、 トラップ部 1 3 の フィン 1 4 の表

面 にポ リイミ ド膜 を成膜 しなが らフ ィ ン 1 4 の形状 に沿 って流れる。 このよ

うにフィン 1 4 の表面 にポ リイミ ド膜が成膜 されることによ り、気流内にお

ける気化 した P M D A 及び O D A の成分は次第に減少 してい く。即ち、本実

施の形態 においては、 ウェハW上でポ リイミ ド膜の成膜 に寄与 しなか った気

化 した P M D A 及び 0 D A は、 トラップ部 1 3 の フィン 1 4 の表面で互いに

蒸着重合反応 し、ポ リイミ ド膜 と して堆積することによ り、除去 される。



[0023] この後、この気流はアウターチューブ 1 0 に設けられた排気口 1 7 より排

出されるが、この気流に含まれる気化 した P M D A 及び0 D A の成分は、上

述のように十分に低減されている。さらに、この後、排気口 1 7 より排出さ

れた気流は、モノマ一 トラップ部 3 0 において、 P M D A 及びO D A をモノ

マ一の状態で除去する。これにより、排気口 1 7 より排出された気流から、

ほぼ完全にP M D A 及びO D A を除去することができ、その後、この気流は

真空ポンプ5 0 により排気される。

[0024] このように、本実施の形態における基板処理装置では、 P M D A 及びO D

A を蒸着重合反応させることによりウェハWの表面にポリィミ ド膜を成膜す

ることができる。この際、ウェハWの表面においてポリイミ ド膜の成膜に寄

与 しなかった気化 した P M D A 及び0 D A を蒸着重合反応させ、 トラップ部

1 3 のフィン 1 4 の表面に堆積させることにより、排気される気流に含まれ

る気化 した P M D A 及び0 D A を除去することができる。

[0025] これにより真空ポンプ5 0 内に、 P M D A 及び0 D A が入り込むことを防

ぐことができ、真空ポンプ5 0 の故障を防ぐことができる。

[0026] 尚、本実施の形態では、 トラップ部 1 3 のフィン 1 4 は円形の開口部を有

する石英基板、即ち、 リング状に加工された石英基板により構成 したものに

ついて説明 したが、フィン 1 4 を構成する基板材料は、石英 （S i 0 2 ) 基板

以外の材料により構成 してもよい。例えば、シリコン （S i ) 基板やアルミ

ナであるサファイア （A I 2 0 3 ) 基板等によりフィン 1 4 を構成 してもよい

[0027] また、フィン 1 4 は、効率よく蒸着重合によりポリイミ ド膜を生成 し除去

することが可能な形状を有 している限り、他の形状を有 してもよい。例えば

、図4 に示すように、小型の複数の円形基板 1 4 a をインナ一チューブ 1 1

とアウターチューブ 1 0 の間に配置 してもよい。

[0028] さらに、本実施の形態における基板処理装置には、バルブ部 2 5 を介 し酸

素ガス供給部 2 6 が接続されている。この酸素ガス供給部 2 6 は、後述する

基板処理装置のクリ一ニングを行う際に用いるものであり、バルブ部 2 5 を



制御することにより、インジェクター 2 及び 2 2 を介 しインナ一チューブ

1 内に酸素ガスを供給する。具体的には、ウェハw の表面にポリイミ ド膜

を成膜する際には、バルブ部 2 5 を制御することにより、 P M D A 気化器 2

3 及びO D A 気化器 2 4 とインジェクター 2 及び 2 2 を接続 し、インジェ

クタ一 2 1 及び 2 2 を介 しィンナ一チューブ 1 1 内に気化 した P M D A 及び

O D A を供給する。一方、基板処理装置のクリーニングを行う際には、バル

プ部 2 5 を制御することにより、酸素ガス供給部 2 6 とインジェクター 2

及び 2 2 とを接続 し、ィンジェクタ一 2 及び 2 2 を介 しィンナ一チューブ

1 内に酸素ガスを含むガスを供給する。尚、この場合供給されるガスは、

純酸素ガスであってもよく、また、窒素ガス等により希釈された酸素ガスで

あってもよい。

[0029] 〔第 2 の実施の形態〕

次に、第 1 の実施の形態となる基板処理装置を用いた基板処理装置のクリ

—ニング方法について説明する。

[0030] 第 1 の実施の形態における基板処理装置において、ウェハWにポリイミ ド

膜を成膜する場合、ウェハWへの成膜に寄与 しない、気化 した P M D A 及び

0 D A により、 トラップ部 1 3 のフィン 1 4 、インナ一チューブ 1 1 の壁面

、アウターチューブ 1 0 の内壁等にもポリイミ ド膜が堆積される。このため

、 トラップ部 1 3 のフィン 1 4 、インナ一チューブ 1 1 の壁面、アウターチ

ュ一プ 1 0 の内壁等に堆積 しているポリイミ ド膜を除去するためのクリ一二

ングを行う必要がある。具体的には、第 1 の実施の形態における基板処理装

置において、 トラップ部 1 3 のフィン 1 4 、インナ一チューブ 1 1 の壁面、

及びアウターチューブ 1 0 を、 ヒータ一 1 6 により所定の温度 （第 2 の温度

) で加熱 し、インナ一チューブ 1 1 内に酸素ガスを供給することにより、 卜

ラップ部 1 3 のフィン 1 4 、インナ一チューブ 1 1 の壁面、及びアウターチ

ュ一プ 1 0 の内壁に付着 しているポリイミ ドと酸素とを熱化学反応させて、

一酸化炭素 （C O ) 、二酸化炭素 （C 0 2 ) 、水 （H 2 0 ) に分解 し除去する



[0031 ] このことを図 5 及び図 6 に基づき説明する。図 5 は酸素ガスを導入 しない

状態において、 ヒータ一 1 6 によりポ リイミ ドが堆積 しているアウターチュ

—プ 1 0 及びインナ一チューブ 1 1 等を加熱 した場合に発生するガスの発生

量 と温度 との関係 を示す。 また、図 6 は窒素ガスにより2 0 % に希釈された

酸素ガスを導入 した状態において、 ヒータ一 1 6 によりポ リイミ ドが付着 し

ているアウターチューブ 1 0 及びインナ一チューブ 1 1 等を加熱 した場合に

発生するガスの発生量 と温度 との関係 を示す。

[0032] 図 6 に示されるように、酸素ガスを導入 し、ポ リイミ ドが堆積 しているァ

ウタ一チューブ 1 0 及びインナ一チューブ 1 1 等を加熱することにより、ポ

リイミ ドと酸素の反応生成物である一酸化炭素 （分子量 ：2 8 ) 、二酸化炭

素 （分子量 ：4 4 ) 、水 （分子量 ：1 8 ) の発生量が増加 している。 また、

図 5 に示されるように、酸素ガス等が導入されていない状態で加熱 した場合

では、ポ リイミ ドの熱分解 により発生する分子量が 9 3 及び 9 4 であるァニ

リン及びフエノール等の有機材料の発生が確認される。一方、図 6 に示され

るように、酸素ガスを導入 し、加熱 した場合では、分子量が 9 3 及び 9 4 で

あるァニ リン及びフェノ一ル等の有機材料の発生は確認されなかった。

[0033] 以上より、酸素ガスを導入 し、加熱することにより、 アウターチューブ 1

0 及びインナ一チューブ 1 1 等に堆積 しているポ リイミ ドと酸素 とを効率的

に熱化学反応させることができ、 この熱化学反応により生 じた一酸化炭素、

二酸化炭素及び水を除去することにより、 アウターチューブ 1 0 及びインナ

—チューブ 1 1 等に堆積 しているポ リイミ ド膜 を除去することができる。

[0034] また、図 6 に示されるように、蒸着重合によりポ リイミ ド膜が成膜 される

温度 （第 1 の温度）である 2 0 0 °C よりも高い、 4 0 0 °C か ら8 0 0 °C の範

囲において、一酸化炭素、二酸化炭素、水が発生 してお り、その発生量は、

特 に 5 5 0 °C か ら 7 0 0 °C の範囲において顕著 に増加 している。 このため、

酸素ガスを流 しなが らク リーニングを行 う際には、 ヒータ一 1 6 によりァゥ

タ一チューブ 1 0 、インナ一チューブ 1 1 及び トラップ部 1 3 等を 4 0 0 °C

か ら8 0 0 °C に加熱 した状態で行 うことが好ま しく、更に好ま しくは、 5 5



0 °Cから7 0 0 °C に加熱 して行うことが好ましい。

[0035] 次に、図 7 から図 1 1 に基づき、本実施の形態における基板処理装置にお

いて行われるポリイミ ド膜の成膜からクリーニングについて説明する。

[0036] 図 7 は、ポリイミ ド膜の成膜時における、本実施の形態による基板処理装

置を示 している。成膜時には、インナ一チューブ 1 1 内部のウェハボ一 卜2

1 に複数のウェハWが設置されており、ウェハW、フィン 1 4 、インナ一チ

ュ一プ 1 1、及びアウターチューブ 1 0 はヒータ一 1 6 により約 2 0 0 °C に

加熱されている。この後、インジェクター 2 1 及び 2 2 から、気化 した P M

D A 及び0 D A をインナ一チューブ 1 1 内部に供給 し、ウェハWの表面にポ

リイミ ド膜を成膜する。この際、 トラップ部 1 3 のフィン 1 4 の表面、イン

ナ一チューブ 1 1 の壁面及びアウターチューブ 1 0 の内面等にもポリイミ ド

膜が堆積される。

[0037] 次に、図 8 に示すように、ウェハWの表面に所定の膜厚のポリイミ ド膜を

成膜 した後、ウェハWはインナ一チューブ 1 1 内よりアウターチューブ 1 0

の外に搬出する。尚、このときには、 トラップ部 1 3 のフィン 1 4 の表面、

インナ一チューブ 1 1 の壁面、及びアウターチューブ 1 0 の内面等において

ポリイミ ド膜が堆積されたままである。

[0038] 次に、 ヒータ一 1 6 によりフィン 1 4 、インナ一チューブ 1 1 及びァウタ

—チューブ 1 0 を約 7 0 0 °C に加熱 し、図 9 に示すように、インジェクター

2 1 及び 2 2 より窒素ガスにより希釈された酸素ガス （酸素ガスが4 0 % )

をインナ一チューブ 1 1 内部に供給する。この際、アウターチューブ 1 0 の

内部における圧力が、 7 0 0 T o r r となるように窒素ガスにより希釈され

た酸素ガスを供給する。この状態では、 トラップ部 1 3 のフィン 1 4 の表面

、インナ一チューブ 1 1 の壁面、及びアウターチューブ 1 0 の内面等に堆積

されているポリイミ ドと酸素とが熱化学反応 し、一酸化炭素、二酸化炭素、

及び水が生成される。このように生成された一酸化炭素、二酸化炭素、及び

水は、排気口 1 7 からアウターチューブ 1 0 の外に真空ポンプ5 0 により排

気される。図 1 0 には、供給される窒素ガスにより希釈された酸素ガス及び



生成 された一酸化炭素、二酸化炭素、及び水の流れを矢印により示す。尚、

—酸化炭素、二酸化炭素、及び水は真空ポンプ 5 0 に悪影響 を与えることは

ないため、真空ポンプ 5 0 内に、生成 された一酸化炭素、二酸化炭素、水が

流れ込んだと しても、真空ポンプ 5 0 の故障の原因等になることはない。

[0039] このように して、図 1 1 に示すように トラップ部 1 3 のフィン 1 4 の表面

、インナ一チューブ 1 1 の壁面及びアウターチューブ 1 0 の内面等に堆積 さ

れていたポ リィミ ド膜 を除去することができる。

[0040] 尚、本実施の形態における基板処理装置においては、真空ポンプ 5 0 と し

ては、 ドライポンプであるルーツポンプ、スク リユーポンプ等、 また、 口一

タ リ一ポンプ、スクロールポンプ等が用い られている。 これ らの真空ポンプ

は、排気量が大 きくポ リイミ ド膜 を成膜等のようにガスを流 しなが らの成膜

に適 しているか らである。 しか しなが ら、 これ らの真空ポンプは、内部 にポ

リイミ ド等が析出 した場合には、特 に故障の原因とな りやすいが、本実施の

形態における基板処理装置においては、 このような真空ポンプの故障を効果

的に防 ぐことが可能である。

[0041 ] また、上記のク リーニングは、成膜 プロセス毎 に行 っても良い し、複数回

の成膜 プロセスの後 に行 っても良い。

[0042] 以上、幾つかの実施の形態を参照 しなが ら本発明を説明 したが、本発明は

上述の実施の形態に限定されることな く、添付の請求の範囲に照 らし種 々に

変形又は変更をすることができる。

[0043] 本国際出願は 2 0 1 0 年 6 月 2 9 日に出願 された日本国特許出願 2 0 1 0

- 4 8 0 2 号 に基づ く優先権 を主張するものであ り、その全内容をここ

に援用する。



請求の範囲

[ 請求項 1] 真空ポ ンプによ り排気可能なチヤンバ一 となる外部管 と、

前記外部管 内に設 け られ、 内部 に基板が設置 される内部管であ って

、 当該内部管及び前記外部管の間の空間 と前記内部管の内部空間 とを

連通する開口部 を有する当該内部管 と、

互いに重合反応 し得 る少な くとも 2 種類のガスを前記内部管 内に導

入するためのガス供給部 と、

前記基板、前記外部管、及び前記内部管 を加熱するための ヒーター

と、

前記外部管 と前記内部管 との間の空間に設 け られ、前記開口部か ら

前記空間へ流入 した、前記内部管 内で未反応の前記 ガスが重合反応 に

よ り堆積 し得 る トラップ部 と

を備 える基板処理装置。

[ 請求項2] 前記外部管及び前記内部管が石英で形成 されている、請求項 1 に記

載の基板処理装置。

[ 請求項3] 前記 ヒータ一が赤外線 ヒータ一である、請求項 2 に記載の基板処理

装置。

[ 請求項4] 前記 トラップ部が、所定の間隔で配置 される複数の板部材 を備 え、

前記複数の板部材が石英、 シ リコン、及びアル ミナのいずれかによ り

形成 される、請求項 1 に記載の基板処理装置。

[ 請求項 5] 前記複数の板部材の各 々が、前記内部管の外径 よ りも大 きな内径の

開口部 を有 している、請求項 4 に記載の基板処理装置。

[ 請求項 6] 前記 ヒータ一によ り前記基板が 1 8 0 °C 以上 2 4 0 °C 以下の温度 に

加熱 される、請求項 1 に記載の基板処理装置。

[ 請求項7] 前記 ガスが P M D A 及び 0 D A を含む、請求項 1 に記載の基板処理

装置。

[ 請求項8] 前記 ガス供給部 に酸素 を含むガスを導入する酸素 ガス供給部 と、

前記 ガスと前記酸素 を含むガスとを切 り換 えて導入するためのバル



プ部 と

を更に備 える、請求項 1 に記載の基板処理装置。

[ 請求項 9 ] 真空ポ ン プによ り排気可能なチ ヤ ンバ 一 となる外部管 と、

前記外部管 内に設 け られ、 内部 に基板が設置 される内部管であ つ

て、 当該内部管及び前記外部管の間の空間 と前記内部管の内部空間 と

を連通する開口部 を有する当該内部管 と、

前記内部管 内にガスを導入するためのガス供給部 と、

前記基板、前記外部管、及び前記内部管 を加熱するための ヒーター

と、

前記外部管 と前記内部管 との間の空間に設 け られた トラップ部 と、

を備 える基板処理装置 において、

前記 ヒータ一によ り前記基板 を第 1 の温度 に加熱 し、

互いに重合反応 し得 る少な くとも 2 種類のガスを前記 ガス供給部か

ら前記内部管 に供給することによ り、前記基板の表面 に膜 を成膜 し、

前記内部管の前記開口部か ら前記空間に流入 した、前記内部管 にお

いて未反応の前記 ガスによ り、前記 トラップ部 に膜 を堆積 した後 に前

記基板処理装置 をク リ一ニ ングするク リ一ニ ング方法であ つて、

重合反応 によ り生成 された膜が成膜 された前記基板 を前記内部管か

ら搬 出する工程 と、

前記 ヒータ一によ り、前記 トラップ部 を前記第 1 の温度 よ りも高い

第 2 の温度 に加熱する工程 と、

前記 ガス供給部 よ り酸素 ガスを含むガスを供給する工程 と、

を含む、基板処理装置のク リーニ ング方法。

[ 請求項 10 ] 前記外部管及び前記内部管が石英で形成 されている、請求項 9 に記

載のク リ一ニ ング方法。

[ 請求項 11] 前記 ヒータ一が赤外線 ヒータ一である、請求項 1 0 に記載のク リ一

ニ ング方法。

[ 請求項 12 ] 前記 トラップ部が、所定の間隔で配置 される複数の板部材 を備 え、



前記複数の板部材が石英、 シ リコン、及びアル ミナのいずれかによ り

形成 される、請求項 9 に記載のク リ一ニ ング方法。

[ 請求項 13] 前記 ガスが P M D A 及び O D A を含む、請求項 9 に記載のク リ一二

ング方法。

[ 請求項 14] 前記第 1 の温度が、 1 8 0 °C 以上 2 4 0 °C 以下の範囲にあ り、前記

第 2 の温度が、 4 0 0 °C 以上 8 0 0 °C 以下の範囲にある、請求項 9 に

記載のク リ一ニ ング方法。
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